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ᶗɽ͡Ίʹ
　中国では、ネット通信ൢച発展をࢧえるインフラストラクチャー（社会信用環ڥ、業信用環ڥ、物
流環ڥ、技術環ڥなど）がະख़性のまま、19 9 0年代後半に米国からネット通信ൢചが導入された。そ
のため、中国におけるネット通信ൢചがొ場した当初には、ࢧい問題、物流問題、消費者信頼欠問
題が、ネット通信ൢച発展を障害する 3つの問題であるとࢦఠされた。今日、かつてࢦఠされた 3つの
問題の中で、ࢧい問題は、第ࡾ者ࢧいπール（ࢧๅ、財通）1とネットバッキングなどのී及で
΄とΜど解ܾされた。物流問題も民営物流企業の参入でվ善されつつある。しかし、消費者信頼欠問
題は、まだ解ܾされておらず、中国におけるネット通信ൢച発展の最大障害となっている。すなわち、
消費者信頼欠問題とは、ൢച業者に対する不信、実物を見られないという不安、品質への心、アフ
ター・サービスへのݒ念などのことである。
　ネット通信ൢചは、中国経済成長をࢧえる有力な動力として重視な役割を果たしている。それΏえ、
中国政府とネット通信ൢച事業者は、༷ 々な手段を通じて消費者信頼欠問題の解ܾに取り組Μでいる。
主な解ܾ策として、技術の利用2、法規の提示、オンライン・トラストマークの使用、そして消費者ධ
Ձの提示などが挙げられる。すなわち、技術の利用による信頼構築とは、安全な電子取Ҿを実現する
ために、共通҉߸方ࣜ、公開҉߸方ࣜなどの技術を利用することによって消費者の信頼欠問題をվ善
することである。法規の提示による信頼構築とは、主に消費者の権ӹ（ฦ品のॲ理、ۤ情の対応など）
を保護することによって消費者の信頼欠問題をվ善することである。オンライン・トラストマークの
使用による信頼構築とは、適正な取ѻいをするネット通信ൢച会社のϗームϖージに所定のマークを
け、会社を֨づけることによって消費者の信頼欠問題をվ善することである。消費者ධՁの提示とは、
ධをଅすことによって消費者の信頼欠問題をվ善することである。ところが、こ入済み消費者のߪ
れらの諸解ܾ策は、消費者の信頼欠問題の解ܾに貢献する一方で、数多くの問題を発生させている。
それΏえ、消費者の信頼構築にはे分な効果を果たしているとは言えない。
　以上のことから、本稿では、中国におけるネット通信ൢചの消費者信頼欠問題を解ܾする主な解ܾ
策を考察した上で、それらの解ܾ策の問題点を明らかにする。

ᶘɽ๏نͷఏࣔʹΑΔ৴པߏஙͱͦͷ
　ネット通信ൢചを健全に発展させるためには、法規による保障は不可欠である。法規は消費者信頼構
築に重要な役割を果たしているからである。中国におけるネット通信ൢചの消費者信頼構築に関する法
規は大別すれば、政府機関による法律とネット通信ൢച会社による規定に分けられる。以下では、消費
者信頼構築に関する代表的な法規を取り上げた上で、その問題点を明らかにする。
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1 者ܾ済サービスでࡾ下の第ࡿ者ܾ済サービスである。財通はಅਝࡾๅ（アリϖイ）は、アリババグループの第ࢧ　
ある。

2 　本稿において、技術手段による消費者信頼構築は、研究外にする。
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1ɽফඅऀ৴པߏஙに関するද的な法ن

（1）ؔػにΑΔ๏
　中国政府は、安心、安全な電子取Ҿの法律環ڥを࡞り、消費者信頼構築を目ࢦしている。ネット通
信ൢചにおける消費者信頼構築の法律は大別すれば、国家政府機関によるものと地方政府機関によるも
のに分けられる。
　①国家政府機関による代表的な国家法律
　ネット通信ൢചが導入された当初に、国家政府機関は、主に既存法律をվ定し部分約の内容を電子
取Ҿの範ғまで拡ுすることによって消費者信頼を高めることが意図された。例えば、19 9 9 年には「中
華人民共和国ܖ約法」の中でܖ約書形ࣜの範ғが拡ுされ、電子ܖ約の合法性が明֬にされた。2005
年 4月 1日に「中華人民共和国電子署名法」が公された。当֘法律の中で電子署名の法律࡞用を明֬
にした上で、電子取Ҿ参加者の権ӹを保護することを通じて、電子取Ҿの安全を保障することを定
めた。「中華人民共和国電子署名法」の公は、中国における電子取Ҿ法律の࡞成が新たな段階に入り、
電子取Ҿの安全認証体系とネット上信用体系の構築を基ૅとするものであった3。2009 年に務部は
「電子取Ҿモデル規範」と「インターネット取Ҿサービス規範」を公した。当֘法律の中で積ۃ的
に電子取Ҿ会社の健全な信用管理制度を࡞成することにより、ネット通信ൢചにおける消費者信頼を
高めることをड़べた4。2010年 7月に国家工総ہは「ネット通信ൢച品及サービス行ҝ管理定方法」
を実施した。当֘法律の中でネット通信ൢച事業者、モール提ڙ者の義務を明֬にした上で、分認定
制度、消費者保護制度、৹査制度、データ安全管理制度などの面から、ネット通信ൢചの査管理を行
うことを取り上げた5。また、2013年 7月に工業と情報化部は「電信とインターネットݸ人情報保護規定」
を公した。当֘法律の中でインターネット活動におけるݸ人情報収集、使用規範、安全保護施策、
査検査及び法律任を明֬にした6。ߋに 20年間の歴史がある「中華人民共和国消費者権ӹ保護法」は、
2013年 10月に初めてम正され、第二ेޒ約が加された7。加約の中では、消費者がネット、テ
レビ、電、༣ૹなどの方法で品をߪ入する場合、7日以内にແ件でฦ品できることが明֬にされた。
しかし、以下の品は「7日以内にແ件でฦ品」の例外になる、a .オーダー製品ʀb .新などりや
すいものʀc .インターネットからダンロードおよび消費者が開෧したԻ૾製品、ソフトなどのデジタ
ル製品ʀd .Ҿきした新ฉ、ࢽࡶなど。それに加えて、消費者はߪ入する時点に、すでに֬認されたฦ
品しにくい品も 7日以内にແ件でฦ品の適用外になる。一方、ネット通信ൢച会社は、ฦ品を受け
取ってから 7日以内に、品代金をฦؐしなければならない。それでฦ品༣ૹ料は消費者がෛ担する。
　②地方政府機関による主な地方法律
　地方政府もネット通信ൢചにおける消費者信頼構築のために、地方経済発展に適応する法律を࡞成し
た。例えば、上海市政府は、2004年 2月 1日に「上海ݸ人信用管理試用方法」の中でݸ人情報の保護
項目を公した。ݸ人情報の保護項目の中で、ݸ人が自情報に対する調査権利、異議権利を規定する
と同時にݸ人情報の取集機関の任も明֬にした8。また、北京工ہは、2008年 7月 2日に「ʪ北京市
情報化ଅ進約ʫ電子取Ҿ査管理ڧ化の実施に関する意見」を公した。当֘法律の中で、2008
年末までに北京市における電子取Ҿ会社（法人とݸ人）は、営業許可証の取得、そしてサイトトップ
ϖージに営業許可証マークの提示が必要になることを取り上げた。この法律は、中国における初の電子

3 　中華人民共和国務部編（2006）h 中国電子取Ҿ務報告 2004―2005ʱ経済科学出版社、14ô15ท。
4 　中華人民共和国務部編（2010）h 中国電子取Ҿ務報告 2008―2009 ʱ清華大学出版社、26ท。
5 　中華人民共和国中央人民政府、བྷ品交易及有関務行ҝ管理方法 h t t p : / / www.g o v .c n / g o n g b a o / c o n t e n t / 2010/

c o n t e n t _ 1724815.h t m 。アクセス：2016年 6月 14日。
6 　中華人民共和国中央人民政府「電信とབྷݸ人情報保護規定」h t t p : / / www.g o v .c n / g z d t / 2013- 07/ 19 / c o n t e n t _ 2451360.h t m 。

アクセス：2016年 6月 14日。
7 　中華人民共和国中央人民政府、中華人民共和国主੮令（第 7߸）h t t p : / / www.g o v .c n / l d h d / 2013- 10/ 25/ c o n t e n t _ 2515324.

h t m 。アクセス：2016年 6月 14日。
8 　中華人民共和国務部編ʰ中国電子取Ҿ務報告 2004―2005ʱ中華人民共和国務部、経済科学出版社、15ท。
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取Ҿ会社営業許可証の取得を規定するものである。ߋに、鄭भ市工ہは、2014年 3月 3日に「鄭
भ市工ہネット品取Ҿおよびサービス信用分ྨ方法と標४」と「鄭भ市ネット品経営信書」を
公した。当֘法律の中で消費者信頼構築のため、電子取Ҿ会社の情報ొをଅ進すること、オンラ
イン・トラストマークの使用をҾ導すること、公平かつ専門な電子取Ҿのۤ情受理機関を設立するこ
とがݺびかけられた9。

（2）ωοτ௨৴ൢചձࣾにΑΔنఆ
　政府機関だけではなく、ネット通信ൢച会社も消費者信頼を֫得するために、自主的に会社内部規定
を࡞成した。例えば、卓越社、易得社、౫ๅ社、当当社、e Ba y 易झ社、携程社など中国の主流電子
取Ҿ会社からなる中国電子務信連盟は、2004年に「電子取Ҿ信連盟公約」、「電子取Ҿサ
ービス規範」、そして「電子取Ҿ信ධՁ標४及び等ڃ制度」などの࡞成を通じて、安心のインター
ネット環ڥの構築、消費者権ӹの保護、電子取Ҿ行ҝの規範、電子取Ҿ規範化・専門化の発展をଅ
進する10。また、Ծళ街を運営している易झ社は、消費者のネット通信ൢചに対する安全ײ・安心
するため、全国で初めて取Ҿ安全基金を設立した。すなわち、消費者は易झ社のԾళ街にڧを増ײ
よる損害を受け、通信ൢച会社からのഛঈが得られなかった場合、易झ社に取Ҿ安全基金（上限金ֹ：
1000元）をਃすることができる。同時に、問題の出ళ企業に対する是正ק告を行い、վ善されない
場合は、その出ళ資֨を取り消すことができる11。ߋにアリババࡿ下౫ๅ社（Ta o b a o . c o m ）は、2007年
3月に、中国で初めて「ചり手代理หঈ」制度を導入し通信ൢച消費者の信頼を取りけた。すなわち、
「ചり手代理หঈ」制度とは、Ta o b a o . c o m が一定の件をຬたしたചり手を選別し、アリババࡿ下のಠ
立オンラインࢧいπール（ࢧๅ）を通じでൢചされた品について、౫ๅ社がചり手に代わって内
容を保証する制度である。もし、消費者がߪ入した品について異議ਃ立てがある場合、౫ๅがചり手
に代わって先行หঈを行い、消費者の利ӹ保証を図るというものである12。

2ɽ法نఏࣔによる৴པߏஙの

（1）࣮ޮੑのܽ
　ネット通信ൢചの消費者信頼構築に関する法律の΄とΜどは、具体的問題について方性がߜりࠐま
れておらず、実効性に欠けるものとなっている。例えば、「中華人民共和国ܖ約法」の中では電子ܖ約
の合法性が明֬されている。しかし、電子ܖ約に関するઆ明がৄしくないため、実際の運用は難しいこ
とがࢦఠされている13。また、「中華人民共和国電子署名法」は、電子取Ҿの安全認証とネットワーク
信頼の構築を基ૅとするものであるため、電子取Ҿ業界において最も法的߆ଋ力があるものである。
しかし、当֘法律は、銀行ࢧシステム、電子政務、大ܕ取Ҿであるなどのগ数領域に適応している
が、電子取Ҿサイトへの運用には効果があまりないことがࢦఠされている14。ߋにネット通信ൢചの
健全性を進めるために、品༣ૹに関しては物流業者が、代金ܾ済に関しては銀行や信用会社が、そし
てインターネット上の情報伝達に関しては接ଓサービス等を行うプロバイダがհࡏする。しかし、この
ように取Ҿ過程の間に多数当事者が存ࡏするにより、問題が生じた場合、任断と原因の求がࠔ難
になることもある。その結果、法のࣥ行の欠མにつながる。

（2）ফඅऀの๏نҙࣝのෆेੑ
　法規࡞用がे分に発شされるためには、消費者の法規意識が不可欠である。すなわち、消費者は、問

9 　中華人民共和国務部編（2014）h 中国電子取Ҿ務報告 2013中国務出版社、173ท。
10　中華人民共和国務部編（2006）h 中国電子取Ҿ務報告 2004―2005ʱ経済科学出版社、173ท。
11　ँ憲文（2009 ）h グローバル化が進Ή中国の流通・マーケティングʱࣜג会社成社、80ท。
12　電子取Ҿਪ進センター（2008）h 中国の電子取Ҿ市場の動調査報告書 2007ʱ20ท。
13　ཕ玲、լ興（2008）ދh 電子取Ҿ概論ʱ武大学出版社、204ท。
14　李安ᕞ、༶興ण、尹彦編（2010）h 電子務信用基ૅ理論ʱ中国標४出版社、35ท。



図表 1　中国におけるネット通信ൢച消費者のクレームを出さない理༝

（出所）　「社会調査」h 解放新ฉʱ2012年 9 月 29 日。
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ᶙɽΦンϥΠンɾτϥετϚーΫͷར༻ʹΑΔ৴པߏஙͱͦͷ
　ネット通信ൢചにおける消費者信頼欠問題発生のࠜ本原因は、情報の非対শ性である。第ࡾ者の情
報提ڙ機関による֨けは、情報の非対শ性を解消する方法のͻとつであることがࢦఠされている15。
ネット通信ൢചの場合、よく使用される֨けの施策はオンライン・トラストマークの利用である。以
下では、中国におけるオンライン・トラストマークの利用状況を考察した上で、オンライン・トラスト
マークの利用による消費者信頼構築の問題点を明らかにする。

1ɽத国におけるΦンライン・トラストマークのར༻状گ

（1）ΦϯϥΠϯɾτϥετϚʔΫར༻のΈ
　オンライン・トラストマークの利用は、消費者がٗやٗฆいの EC事業者とのトラブルにרきࠐ
まれることのようなະ然に回ආする方策として、適正な取ѻいをする EC事業者のϗームϖージに所定
のマークをけることをいう16。ネット通信ൢച会社は、オンライン・トラストマークの発行機関から
マークを取得したら、ϗームϖージの下のΤリアにషりけ、信用状況を公示する。一方、消費者は、
当֘会社のϗームϖージにషりけられているマークをクリックするだけで、マークのਅ実性と会社の
信用ධՁ結果を֬かめることができる。
　一ൠ的に、オンライン・トラストマークの利用は、ਃ、発行機関の৹査、使用、発行機関の査と
いう 4つの段階がある。すなわち、先ずਃ段階において、ネット通信ൢച会社は、オンライン・トラ
ストマークのਃ表を記入し、マークの発行機関に提出する。࣍に発行機関の৹査段階において、発行
機関は、自社のධՁ基४に基づいてネット通信ൢച会社ਃ内容ଥ当性が断する。৹査が通れば、ネ
ット通信ൢച会社はマーク使用料をࢧう。そして使用段階において、ネット通信ൢച会社は、発行さ
れるマークをϗームϖージの下のΤリアにషりけ、信用状況を公示する。マークの発行機関も、自社
サイトでධՁされる会社の信用状況を提示し、消費者からの調査のศ利性を提ڙする。ߋに発行機関の

田規久உ（19ؠ　15 9 9 ）h θミナールミクロ経済学入門ʱ日本経済新ฉ社、479 ท。
16　電子取Ҿ実証ਪ進協議会（19 9 9 ）h オンラインマーク制度の課題についてʱ5ô6ท。

題が生じたら、法規を武器として積ۃ的にクレームを出し自分の利ӹを守らなければならない。ところ
が、中国の消費者は、ネット通信ൢചにおける問題が生じても、クレームをあΜまり出さない。ネット
通信ൢചの消費者がクレームを出さない理༝が図表 1に示されるように「大ৎ夫、今後もうߪ入しない」
とする消費者が一൪多く、その比は 41.9 0ˋである。「法律を利用しても、効果がない」の比が
21.7ˋである。そして「法律を利用する場合、コストが高くなる」とࢥう消費者の比が 20.6ˋである。
この調査結果からみると、ネット通信ൢചにおける消費者がクレームを出さないのは、消費者の法規意
識の不े分性と関係がある。
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査段階において、マークの発行機関は、ネット通信ൢച会社のオンライン・トラストマークの使用状
況、会社信用状況などがܧଓ的にチェックする。もし、ਃ内容にҧする場合、オンライン・トラス
トマークが取り下げられる。

（2）தࠃのΦϯϥΠϯɾτϥετϚʔΫのར༻にؔ͢Δௐࠪ
　ච者は 2016年 6月 7日から 6月 9 日にかけて、中国におけるネット通信ൢച会社ച上高ランキング
のトップ 28社17のϗームϖージをݸ別に検索し、オンライン・トラストマークの利用状況を調査した。
当֘調査によると、トップ 28社の中に、オンライン・トラストマークを利用している会社は 25社ある。
その中の 18社が 2つ以上のマークを提示している。提示されている主なオンライン・トラストマーク
として、経営性ొマーク18（22社）、信マーク（13社）、分検証マーク（9 社）、信用ධՁマーク（4
社）、取Ҿ保証マーク（4社）が挙げられる。それぞれのマークのৄࡉは、図表 2に示されるとおりで
ある。

図表 2　中国における主なオンライン・トラストマークのछྨ

オンライン・トラス
トマーク

マーク名 発行機関
年間使用料
（元ʗ年）

ਃ件・主なサービス内容

経営性ొ
マーク

各地方工
ہ

ਃ料ある。年
間使用料ແし

資本金 100ᤈ元の内資企業
े分な経営資金と人員
消費者情報を保障する技術
長期的な信用度
など

信マー
ク

中国インタ
ーネット協
会北京数ࣈ
サービスセ
ンター

1,500元ʗ年

サイト U R L合理性、ICP認定
会社工情報認定
サイト経営内容の合理性認定
消費者情報安全認定
など

分検証
マーク

北 ཽ 中 
（北京）科
技有限会社

15,000元ʗ年

サイト運営状態に対する視
サイト内容վざΜに対する視
イルスの৵入に対する視
など

信用ධՁ
マーク

北 ཽ 中 
（北京）科
技有限会社

34,500元ʗ3年
企業の基本情報、総合ࢦ標、ブランド資産、
経営発展、管理状況、財務ࢦ標、信用記な
どによる断

取Ҿ保証
マーク

ネット上取
Ҿ保証セン
ター

3,000元ʗ年
5,400元ʗ2年
7,200元ʗ3年
10,500元ʗ5年

ネット上取Ҿ保証マークの提ڙ資֨認定
ネット取Ҿにおけるฆ争解ܾなど

（出所）　ච者࡞成。

17　アイリサーチ（2014）「中国 Bt o Cネット通信ൢച To p 50社研究報告簡版」7ท。この調査報告書において、2013年
のトップ 30社を取り上げた。しかし、ච者の調査時点まで、30社の中に、合併された会社があるため、28社になる。

18　このマークは、地方工部門が発行するマークである。地域による、マークの形が異なるが、機能が同じである。ま
た、本調査において、経営性ొマークに工マークもؚめる。
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2ɽΦンライン・トラストマークのར༻による৴པߏஙの

（1）ΦϯϥΠϯɾτϥετϚʔΫの༗ޮੑ
　オンライン・トラストマークの提示がネット通信ൢചにおける消費者の信頼構築によい影響を与える
主な理༝として、消費者はマークをクリックすることによって第ࡾ者機関から提ڙされる中立のネット
通信ൢച会社に関する信用情報が見られることである。例えば、会社の信用情報として、会社の信用度、
取Ҿの公正性、取Ҿの合法性などが挙げられる。本稿において、このような会社の信用情報を֬認でき
るオンライン・トラストマークを「有効マーク」と言う。一方、オンライン・トラストマークをクリッ
クしても、Τラーϖージが出て、会社の信用情報を֬認できないマークのことを「ແ効マーク」と言う。
ච者の調査によると、オンライン・トラストマークを使用している 25社の中で 22社が有効マークとແ
効マークをࠞࡏ使用している。また、25社のネット通信ൢചの中で、提示される有効マークの総数は
であるに対して、ແ効マークの総数はݸ47 もある。このようなネット通信ൢച会社による数多くݸ26
のແ効オンライン・トラストマークの利用は、消費者からのマークへの関心を下し、有効マークの機
能の発شにもマイナスの影響を及΅す。

（2）ΦϯϥΠϯɾτϥετϚʔΫのఏࣔ
　一ൠ的にオンライン・トラストマークは、ネット通信ൢചのトップϖージの一൪下のΤリアにషり
けられる。しかし、このΤリアは、Ӿ覧者が見ಀしやすいՕ所である。その理༝は Ni e l s e n  の調査から
આ明できる。すなわち、米国における有名なェブϖージ設計者 Ni e l s e n は、2006年に 232名のネット
利用者を対象に、આ明性ェブサイト、電子取Ҿ会社ェブサイト、そして検索会社 G o o g l e ェブ
サイトに対するアイ・トラキング調査を実施した。それによると、ェブサイトӾ覧者がェブϖージ
を見る目の動きは、先ずェブϖージの一൪上の部分を水平にҠ動する、࣍に視線が下にかってҠ動
しࠨからӈへগし水平Ҡ動する、そして最後に視線がサイトࠨ上部分からਨ直下方にかってϖージ
をスキャンするようにしてҠ動する。すなわち、Ӿ覧者の視線Ҡ動の軌道は「F」のࣈをඳきながらϖ
ージ全体を見ているというのである19。このような調査結果から、オンライン・トラストマークの存ࡏに、
サイトӾ覧者がؾかない場合があるということである。

（3）ΦϯϥΠϯɾτϥετϚʔΫのೝ
　中国インターネット情報センター（CNNIC）と国家インターネット応急センター（CNER T/ CC）によ
る連合調査（2009 年）によると、オンライン・トラストマークに対する宣伝不足のために、ネット利
用者の 28.4ˋはマークの意味を理解していないことが見出される20。すなわち、オンライン・トラスト
マークは本来の役割を果たしていないと考えられる。また、中国におけるオンライン・トラストマーク
の発行機関は、政府機関から民間企業まで多数存ࡏする。政府機関として、電子取Ҿ協会、インター
ネット協会など挙げられる。民間企業として、ネット上取Ҿ保証センター、北ཽ中（北京）科技有限
会社などが挙げられる。発行機関によって、ධՁ方法が異なり、オンライン・トラストマークの形も異
なる。中国におけるネット通信ൢച会社は、消費者の信頼を֫得するために、多数発行機関のオンライ
ン・トラストマークをਃし、数多くのマークを自社のϗームϖージにషりけるがある。このよ
うな目まぐるしい多数のマークの存ࡏは、消費者からのマークへの信頼・ධՁにࠞཚをもたらす。

ᶚɽফඅऀධՁʹΑΔ৴པߏஙͱͦͷ
　ネット通信ൢചにおけるߪ入済みの消費者によるධՁは、જࡏ消費者のߪങ行動に大きな影響を及΅

19 　Ni e l s e n , J . lF- Sh a p e d  Pa t t e r n  f o r  R e a d i n g  We b  Co n t e n t z. h t t p s : / / www.n n g r o u p .c o m / a r t i c l e s / f - s h a p e d - p a t t e r n - r e a d i n g - we b -
c o n t e n t アクセス：2016年 7月 2日。

20　中国互ୄ᠓ဥ信ଉ中心・国家互ୄ᠓応急中心（2010）h 2009 年中国᠓ဥ信ଉ安全状ႎ系ྻᡴ告ʱ39 ท。
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す。今日、中国におけるネット通信ൢചの΄とΜどは、ߪ入済みの消費者によるධՁを提ڙすることに
よって、消費者のධՁ行ҝをଅしている。以下では、中国の代表的なネット通信ൢച会社の消費者ධՁ
。組みを考察した後、消費者ධՁによる信頼構築の問題点を明らかにする

1ɽத国におけるネοト௨৴ൢചのফඅऀධՁ

（1）ಠ立ܕωοτ௨৴ൢച21 に͓͚ΔফඅऀධՁ
　ಠ立ܕネット通信ൢച会社の場合、一ൠ的に消費者は、取Ҿ終ྃ後、ߪങ体ݧに基づいて自༝記入ධ
Ձあるいは等ڃ制ධՁの形で、品品質、サービスレϕル、物流レϕルなどをධՁすることができる。
自༝記入ධՁの場合、消費者は自༝記入ධՁཝで、口コミと品ࣸਅを提示することができる。等ڃ制
ධՁの場合、消費者はධՁ・中ධՁ・悪ධՁの 3段階ධՁあるいは 1ッから 5ッの 5段階ධՁを
することができる。また、ಠ立ܕネット通信ൢച会社においては、ݸ別品を対象とするධՁのみを行
い、ళฮの総合ධՁをしないケースが多い。
　ච者は、2016年 6月 11日から 14日にかけ、中国におけるಠ立ܕネット通信ൢച会社トップ 5Ґ（2014
年のച上高ランキング）を対象に、ϗームϖージӾ覧、電、オンラインでの問い合わせの調査で、消
費者ධՁ体系を調査した。その結果は、図表 3に示されるとおりである。

図表 3　ಠ立ܕネット通信ൢച会社における消費者ධՁ体系の調査結果22

ച上高ラ
ンキング

会社名
Bt o C市場
有23

初回目ධՁの時効
と加ධՁ

ධՁのई度

1 京東 50ˋ
取Ҿ成ޭ 9 0日以内に初回ධՁ可能。
15日以上経ったら、1回限りの加ධ
Ձ可能。

ධՁ、中ධՁ、悪
ධՁ

2 །品会 7.8ˋ
時効ແし。
加ධՁ機能ແし。

1ッから 5ッ

3 ોೡ易ߪ 7.6ˋ
品がಧいたら 45日以内に初回ධՁ
可能。
180日以内に 1回限りの加ධՁ可能。

ධՁ、中ධՁ、悪
ධՁ

4 国美電ؾ 4.5ˋ
品がಧいたら 30日以内に初回ධՁ
可能。
180日以内に 1回限りの加ධՁ可能。

ධՁ、中ධՁ、悪
ධՁ

5 1߸ళ 3.8ˋ
2ि間以内に初回ධՁ可能。
加ධՁ可能。

ධՁ、中ධՁ、悪
ධՁ

（出所）　ච者࡞成

（2）Ϟʔϧܕωοτ௨৴ൢച2� に͓͚Δళฮ૯߹ධՁ
　一ൠ的に、モールܕネット通信ൢചにおいては、ಠ立ܕネット通信ൢചの消費者ධՁのようなݸ別
品を対象とする品ධՁをすると同時に、出ళళฮを対象とするళฮ総合ධՁも行う。モールによって、
ళฮ総合ධՁの計ࢉ方法が異なる。以下では、代表例として、中国におけるモール運営事業者のച上高

21　ಠ立ܕネット通ൢൢചは、ಠ自のドメインを取得し、レンタルサーバなどをआり、ネット通信ൢചを開業するタイプ
である。

22　京東、།品会、ોೡ易ߪ、国美電1、ؾ߸ళは自営品を経営している同時に、モール機能も持っている。当֘調査
は自営品の消費者ධՁ体系である。

23　アイリサーチ社ʰ中国ネット通信ൢച行業年度測報告簡版 2015ʱ13ท。
24　モールܕネット通信ൢചは、インターネットのళ街に出ళし、開業するパターンである。
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ランキング 1Ґの天ೣモール（Tm a l l という、2014年の市場有は 60.4ˋである）と 2Ґの京東
城（J Dと言う、2014年の市場有は 19 .5ˋである）におけるళฮの総合ධՁ方法をհする。
　天ೣモールは「動態ళฮ総合ධՁ」方法を࠾用する。すなわち、「動態ళฮ総合ධՁ」数は、ళฮ
総合ධՁ時点から 6ϲ月以内のすべてのߪ入済み消費者のサービスレϕル、品品質、物流レϕルのධ
Ձ数に基づいて、ళฮ総合のサービスධՁ、品品質ධՁ、物流ධՁのレϕルを別々に計ࢉするもの
である。また、同じ会員は同じళฮに対して、30日以内に 3回までのධՁのみが有効である。ߋにߪ
入済み消費者は、取Ҿ終ྃ後 15日以内に、初回ධՁができ、16日から 180日まで、一回限りの加ධ
Ձが可能になる。
　例えば、天ೣモールに出ళする AళฮサービスレϕルධՁは、6カ月以内の消費者のධՁの中で、ຬ
足度 5の消費者比が 9 0ˋ であり、ຬ足度 4の消費者比が 6ˋであり、ຬ足度 3の消費者比が
2ˋであり、ຬ足度 2の消費者数比が 1.05ˋであり、ຬ足度 1の消費者比が 0.05ˋである。した
がって、AళฮサービスධՁࢦ標は 4.87点（5ʷ9 0ˋʴ4ʷ6ˋʴ3ʷ2ˋʴ2ʷ1.05ˋʴ1ʷ0.05ˋʹ4.87）
になる。また、同じ方法で品ධՁ、物流ධՁを計ࢉする。最後に計ࢉされたサービスレϕルධՁ、
品ධՁ、物流ධՁ数は、Aళฮの総合ධՁ数になる。
　京東城も「動態総合ళฮධՁ」方法を࠾用する。ධՁ方法は図表 4の通りである。

図表 4　京東城に出品するళฮ総合ධՁの影響要因

総合
点数

標ࢦ
ଐ性

ධՁࢦ標

影響要因 影響要因のઆ明 点数આ明

動態
総合
ళฮ
総合
分数

消費
者ධ
Ձ点
数

品品質ຬ足度
取Ҿ終ྃ後、「品ධՁアンケート」のධՁ結
果より

高ければ高い΄ど

サービスຬ足度
取Ҿ終ྃ後、「ຬ足度アンケート」のചり手サ
ービスのධՁ結果より

高ければ高い΄ど

物流速度ຬ足度
取Ҿ終ྃ後、「ຬ足度アンケート」の物流速度
のධՁ結果より

高ければ高い΄ど

品հຬ足度
取Ҿ終ྃ後、「ຬ足度アンケート」の品հ
のධՁ結果より

高ければ高い΄ど

ฦ品と交換ॲ理
ຬ足度

ۤ情ॲ理終ྃ後、「京東モールサービスຬ足度
調査」の結果より

高ければ高い΄ど

京東
モー
ルの
査
点数

ۤ情ॲ理時間 ৹査時間ʴॲ理時間 高ければ高い΄ど

取Ҿۤ情
取Ҿฆ争ʹച手ଆ任取Ҿ量ʴച手とങ手
任取Ҿ量ʗ統計時間内の取Ҿ総量

ければい΄ど

ฦ品と交換ʗ
म理

ฦ品・交換・म理オーダー量ʗ総オーダー量 ければい΄ど

消費者ධՁの分数と京東モールの査のデータに基づいて、ళฮ総合点数をࢉ出する25

（出所）　京東城 h t t p : / / h e l p .j d .c o m / V e n d e r / v i e wQ u e s t i o n - 854- 2050.h t m l

　京東城の動態総合ళฮධՁ点数は、消費者ධՁと京東モール内部査点数からなる。すなわち、消
費者ධՁ点数は、180日以内の消費者からの品品質ຬ足度（1から 10点）、サービスຬ足度（1～10点）、
物流ຬ足度（1～10点）、品հຬ足度（1～10点）、ฦ品ॲ理ຬ足度（1～10点）からなる。また、
京東モール内部査点数の影響要因は、9 0日以内のۤ情ॲ理時間、取Ҿۤ情、ฦ品と交換ʗम理

。出方法について、問い合わせをしたが、企業ൿີのため、公開できないという回答があったࢉ的なࡉৄ　25
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がある。しかし、同じ会員は同じళฮに対して、180日以内に 10回以上をධՁした場合、最新の 10回
のධՁのみが有効である。

�ɽফඅऀධՁʹΑΔ৴པߏஙͷɹ
（1）ՍۭऔҾにΑΔධՁのِ
　Ս空取ҾによるධՁのِ造とは、ネット通信ൢച会社が自社の信用レϕルを高めるために第ࡾ者の
ධՁ組織に手数料をいՍ空取Ҿを通じてධՁを֫得することである。中国にいて、その方法は、ネ
ット通信ൢച会社の信用度を高める手段としてよく利用される。その組みは図表 5に示される①から
⑥のプロセスから成る。

図表 組みධՁِ造の　5

（出所）　ච者࡞成

　すなわち、①ルールのհ：ある第ࡾ者ධՁ組織は直接に数多くのネット通ൢച会社と連བྷしՍ空取
ҾによるධՁのルールをհする。②品リストのૹ：ධՁを企Ήネット通信ൢച会社はある第
まず：ࠐධՁ用品リストをૹる。③品リストのૹ・品代金と手数料の振者ධՁ組織へِ造ࡾ
ある第ࡾ者ධՁ組織は多数のධՁを企Ήネット通信ൢച会社から集めた品リストを分けする。࣍
に自分のࢧ化消費者ごとに品リスト26を࡞成してから、ૹする。ߋに自分のࢧ化消費者ごとに
品の代金とධՁ手数料を振りࠐΉ。④品の注文：ある第ࡾ者ධՁ組織のࢧ下消費者はࢦ定された
時間ଳに手元の品リストを参রしながら品を注文し品の代金も振ࠐΉ。⑤空ശの༣ૹ：ධՁを
企Ήネット通信ൢച会社はある第ࡾ者ධՁ組織のࢧ下消費者に空の༣ศ物を༣ૹする。⑥ධՁけ：
空ശがಧいたらある第ࡾ者ධՁ組織のࢧ下消費者はネット通信ൢച会社にධՁを与える。
　Ս空取ҾによるධՁのِ造࡞業は、上のようにॱ調に進めるために४備࡞業が必要である。例えば、
事前にある第ࡾ者ධՁ組織は、知り合い、ネットなどを通じて数多くのධِ造の消費者を集め、事
の内容とルールをઆ明しなければならない。また、ある第ࡾ者ධՁ組織はそのࢧ下消費者との間にݫ
ີなルールを設ける。図表 6に示されるように、そのルールの中には、品の検索方法、問題の解ܾ方
法、品注文の方法、ධՁの方法、そしてҧ時のॲ分などがৄࡉに載せられている。　

26　品リストに品ࣸਅと品આ明がき。また、一人のࢧ下消費者は同じ会社に対して 1छྨの品しかをධՁす
ることができないことになる。
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ධの༠ಋ（2）
　中国において、ネット通信ൢച会社は、Ҿき、ฦ金、ポイントきなどの行ҝを実施することによ
って、消費者のධを༠導することもある。すなわち、このような場合、当֘ネット通信ൢച会社は、
消費者に品が手元にಧいたら ධՁを与えれば、品をҾきし、Ҿきの金ֹをฦ金以上のࣈ10
するということである。また、消費者ධՁの信用度を高めるため、10ࣈ以上のධՁに加えて品のࣸ
ਅをࡱりアップロードすることが要求されるケースも多い。一ൠ的に、ネット通信ൢച会社のධ༠導
の行ҝは、ߪ入前とߪ入後に行うことがある。品ߪ入前の場合、Ҿき金ֹとධՁのルールは専用コ
ミュニケーシϣンπール27で、当֘ネット通信ൢച会社が消費者との相ஊによってܾ定する。品ߪ入
後の場合、品とともに図表 7のようなධ༠導の݊を発ૹする。また、中国アイリサーチ社の調査に
よると、ධҾき、ධポイントきがあれば、ネット通信ൢച消費者の 23ˋはධを与える
があり、ঁ性の比がஉ性より高いことが分かっている28。このようなධの༠導行ҝは、ネット通信
ൢച会社のਅの࢟をөするものではない。

図表 6　Ս空取ҾによるධՁِ造ルールの例

（出所）　ච者࡞成

27　中国におけるネット通信ൢച会社は、専用コミュニケーシϣンπールがよく使用される。消費者は専用ミュニケーシ
ϣンπールを利用し、段交ব、品品質及びアフター・サービスの֬認などができる。

28　アイリサーチ社ʰ中国བྷ用ށ行ҝ研究報告簡報 2014ʱ18ท。
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図表 7　消費者ධを༠導する݊の例

（出所）　ච者࡞成

ҝߦΒ͕ͤݏ૪૬खにର͢Δڝ（3）
　ネット通信ൢച会社は、消費者から積ۃ的にධを֫得する一方、ڝ争相手をؕれるために、ڝ争相
手に対してݏがらせ行ҝを行うこともある。例えば、中国におけるネット通信ൢച会社である天ೣモー
ルの場合、ݸ人認証していないϢーβーアカントでも品ߪ入及びళฮධՁが実施できる。そのため、
天ೣモールに出ళళฮは、大量のಗ名Ϣーβーアカントを࡞れば、ڝ争相手に対して意図的にݏがら
せ行ҝやళฮධՁにダメージを加える可能性がある29。このようなݏがらせ行ҝにより、ネット通信ൢ
ചにおける消費者ධՁの信頼性を損ない、消費者ධՁの効果もなくなる。

ᶛɽऴΘΓʹ
　本稿は、中国におけるネット通信ൢചの消費者信頼構築のための主な解ܾ策、すなわち法律の提示に
よる解ܾ、オンライン・トラストマークの利用による解ܾ、そして消費者ධՁの提示による解ܾという
3つの方法を分析した上で、諸解ܾ策の問題点を明らかにすることを目的とするものであった。
　まず、法規の提示による解ܾについて、政府機関による代表的な法律とネット通信ൢച会社による代
表的な規定を取り上げた。また、法規の提示問題点として、実効性の欠と消費者の法律意識の不े分
性を取り上げた。
いで、オンライン・トラストマークの利用による解ܾについて、オンライン・トラストマークの࣍　
組みをհした上で、中国におけるネット通信ൢച会社トップの 28社を対象にするオンライン・トラ
ストマークの利用状況を調査した。また、オンライン・トラストマークの提示の問題点として、オンラ
イン・トラストマークの有効性、オンライン・トラストマークの提示、そしてオンライン・トラストマ
ークへの認知をࢦఠした。
　最後に、消費者ධՁの提示による解ܾについて、ಠ立ܕネット通信ൢചにおける消費者ධՁとモール
ネット通信ൢചにおけるళฮ総合ධՁを考察した。また、消費者ධՁの提示の問題点として、Ս空取ܕ
ҾによるධՁのِ造、ධՁの༠導、そしてڝ争相手に対するݏがらせ行ҝを挙げた。
　以上に明らかのように、中国においては、ネット通信ൢചの消費者信頼構築に関わる諸解ܾ策にはز
つかの問題点がある。そのため、消費者の信頼形成にはे分な効果を果たしているとは言えない。

ʪँࣙʫ
　本稿は、ਆಸ川大学大学院経済学研究科ࢦ導教授である上পࠀ℄先生のごࢦ導をいただいた。心からँײਃ
し上げる。

29 　「天ೣళฮ運営でのݏがらせ対策」h 日本ネット経済新ฉʱ2014年 3月 6日。
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